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規約変更時の緩和措置等に係る
省令通知改正（ＤＢ、ＤＣ、厚年）
規約変更時の緩和措置等に係る
省令通知改正（ＤＢ、ＤＣ、厚年）
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今般、DB年金、確定拠出年金（ＤＣ）、および厚年基金の規約変
更について、以下の内容を趣旨とする省令・通知改正が実施され
ました※①のでご案内致します。

１． （承認認可事項※②から）届出事項※③とする規約変更内容の拡大

２． 添付書類等の整理

ポイントポイント

※① 意見募集の内容は年金ニュースＮｏ．１０６、１１８をご参照
※② 事前に厚生労働大臣宛の承認認可申請が必要（通常規約施行の2ヶ月前までに申請要）
※③ 事後に遅滞なく届出ることで可

ニュースＮｏ．１０６ １１８

１．新たに届出事項とする規約変更内容（主なもの）１．新たに届出事項とする規約変更内容（主なもの）

年金支給回数の追加 （DC）

事業年度の変更 （DB・DC）

ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨに伴う脱退一時金相当額の移換元名称の変更 （DB）

実質的な内容変更を伴わない変更（条項の移動等） （DB・DC）

事業主の死亡及び破産手続き開始に伴う解散による事業所減少
（DB・厚年 ）

⇒ 今回の緩和措置で一連の緩和措置は一区切りとの行政回答を得ており
ます。

【改正対象】
DB施行規則
通知「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」平成14年3月29日年企発第
0329003号・年運発第0329002号
通知「確定給付企業年金制度について」平成14年3月29日年発第0329008号
ＤＣ施行規則
通知「確定拠出年金の企業型年金に係る規約の承認基準等について」平成13年9月27日企国発第
18号
通知「厚生年金基金の設立要件について」平成元年3月29日企年発第23号・年数発第4号

http://www.tr.mufg.jp/houjin/jutaku/kgkaiin/pdf/nnews/nnews_2008_131.pdf?20100319
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2008_131.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2008_119.pdf
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２．添付書類等の整理（主なもの）２．添付書類等の整理（主なもの）

「労使協議の経緯」は給付に影響しない場合には省略可 （DB）

規約申請時の運営管理機関の勧誘方針、登記事項証明書等の添付は
不要 （DC）

事業主の死亡及び破産手続き開始に伴う解散による事業所減少の場
合、事業主、労働組合等の同意は不要 （DB・厚年 ）

【ご参考】届出事項一覧（規約型ＤＢ）【ご参考】届出事項一覧（規約型ＤＢ）

１．軽微な変更（DB施行規則第7条第1項）※

掛金に関する事項の変更（掛金以外の事項の変更による掛金変更及び加入者負担
掛金の変更に関する事項を除く）

事業年度の変更（加入者が掛金負担しない場合に限る） 【今回追加】

⇒ 加入者が掛金負担をしている場合は、事業年度の変更も加入者にとって影響があ
るため除外しているとの行政回答です。

脱退一時金相当額の移換元名称の変更 【今回追加】

特別掛金額の変更（弾力償却及び定率償却の場合の事業年度の掛金額）

資産管理運用契約に関する事項、業務委託契約に関する事項、事務費の負担に関
する事項の変更

条項の移動等実質的な変更を伴わない変更 【今回追加】

２．特に軽微な変更（労働組合等の同意不要：DB施行規則第7条第2項）※

事業主の名称・住所変更（事業主の増加又は減少を除く）

実施事業所の名称・住所変更（実施事業所の増加又は減少を除く）

資産管理運用機関等の名称・住所変更

※ 基金型についてはDB施行規則第15条、同第18条、DCについてはDC施行規則第5
条に同様の定めあり

以上


